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◇審 査 内 容

（９：55 開会）

○委員長（中野敏勝） ただ今より民生常任委員会を開催いたします。

初めに杉山委員が欠席の連絡がありましたので、欠席をいたします。

これより議事に入ります。

本日の議題につきましては、昨日本会議に付託されました、議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改

正する条例の審査であります。

審査に入る前に、各委員にお諮りいたします。

担当部局より説明資料を準備しているとのことでありますので、配布いたしたいと思いますが、よろしい

でしょうか。

（はいの声あり）

○委員長（中野敏勝） それではお願いします。

（資料配布）

○委員長（中野敏勝） それでは本委員会に付託されました、議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改

正する条例について、提出者の説明を求めます。

民生部長。

○民生部長（新屋敷清志） 議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例につきまして、提案の

理由をご説明申し上げます。

昨日の本会議におきまして、高橋副町長から提案理由の説明がありましたとおり、今回の改正につきまし

ては、指定管理者制度導入に関する基本方針に基づきまして、町立認可保育所の管理運営を指定管理者に行

わせることができるよう、所要の規定を加えるものであります。

なお、個々の改正条文の説明につきましては、昨日の副町長からの説明のとおりでありますので、省略を

させていただきまして、私からは、先ほどお配りいたしました、幕別町立札内青葉保育所民営化推進プラン

をご覧いただきたいと思います。

なお、私からは条例改正の議決がなされた場合の、指定管理者導入の具体的なプランにつきまして、ご説

明をさせていただきたいと思います。

表紙をめくっていただきますと、裏に民営化の主なスケジュールが載っておりますが、このようなスケジ

ュールで進めてまいりたいと考えております。

なお、スケジュールの詳細につきましては、１ページからのこのプランを説明させていただきましてから、

後ほど説明をさせていただきたいと思います。

それでは１ページをご覧下さい。

１ページの大きな１番、民営化推進プランの基本的事項であります。

１番の民営化推進プラン策定の趣旨でありますが、このプランは、委員の皆さんご承知のとおり、幕別町

指定管理者制度導入に関する基本方針、これは平成19年６月改訂したもの、それから幕別町立保育所民営化

計画、これは平成19年８月に策定したものでありますが、これに基づきまして、幕別町立札内青葉保育所を

民営化するに当たり定めるものであります、

なお、民営化後も、子供が育つ場、子育てを支える場としての責任を果たし、質の高い保育サービスを安

定的に提供することを目的としております。

２番目の指定管理者の導入でありますが、札内青葉保育所につきましては、指定管理者制度、いわゆる公

設民営化を導入することといたします。施設の設置主体については町が担うことから、民間事業者について



は保育サービスを安定的に提供することができ、かつ、その柔軟性やノウハウを活かして、多様なニーズに

対応した保育運営を行うことができるものと考えております。

大きな２番、民営化後の保育サービスであります。

１つには、現行保育サービスの継続ということになりますが、民営化後も、現在、行っている特例保育、

表にありますように、特例保育といいますのは、平日で申し上げますと、朝が７時半から８時半、夕方が16

時から18時30分までをいっておりますが、これを継続する。また、障害児保育、医療行為を伴わないもの、

乳幼児保育、生後６カ月以上２歳未満の乳幼児の保育サービスにつきましても、継続して実施することとし

ます。

次に２番の保育サービスの拡大でありますが、１番としまして、保育時間を最大で19時まで、30分延長す

ることとしたいと思います。

２番目では、町立認可保育所に在籍している児童を対象とした病後児保育事業、定員は４人ということで

考えていますが、これは病気が治った直後の保育としまして体力の回復期で体力面などにより、集団での保

育が困難な期間において、医師の診断を確認した上で、保育所でお預かりしようとするものであります

その他、特別保育事業につきましては、随時、町と指定管理者が協議して、導入に向けて検討を行って参

りたいと思います。

２ページになりますが、大きな３番、入退所手続き等になります

１の入退所の手続きについてでありますが、児童福祉法の方では、保育の実施主体が市町村にあることを

規定しています。このため、民営化後におきましても保育所の入所募集、申込み、決定等一連の手続きは、

これまで同様に町が実施することになります。

２の保育料になりますが、現行の保育料金でありますけども、現在、保育料は、国が定める保育所徴収金

基準額表がありますが、この階層区分を基準として、町が独自に、その階層区分を細分化するとともに、国

が基準とする保育料より低く限度額を設定するなど、保護者の負担軽減を図っているところであります。

２番目の民営化後の保育料でありますが、民営化後におきましても、町が規定する現行の保育料金を適用

しますので、町立認可保育所と同一の保育料となっています。

また、保育料の決定及び徴収も、これまで同様に町の方が実施してまいります。

これらを民営化後のフロー図で説明したいと思いますが、このフロー図にありますように、１番としまし

て、指定管理者の役割ですが、国の基準や指針及び町の方針に基づいて、保育所を管理運営していきます。

保育所は町の施設となります。

これに対しまして、保護者と児童になりますが、入所の申込、それから、保育料の納入につきましては、

町の方にしていただきます。

そのため、町としましては、その保護者からきました入所の申込を受けて、それから保育料の決定及び徴

収をすることになります。

また、町といたしましては、指定管理者に対しまして指定をすることとなりますし、また、事業報告等を

いただくことになりますが、四角で囲っておりますように、議会の議決を経て町が指定することになります。

それから、管理運営に要する費用は、指定管理料として町が支出することになります。管理運営の状況を

町が確認、検証するというこういう流れで行っていきたいと思います。

３ページをご覧下さい。

大きな４番、応募資格及び管理運営基準であります。

１の応募資格でありますが、指定管理者の応募資格は、以下のすべての要件を満たすものとしております。

（１）は十勝管内で認可保育所、認可外保育所又は幼稚園を３年以上運営し、良好な実績を持つ社会福祉



法人、学校法人又はその他の団体であることを要件としております。

幕別町におきましては､保育所を初めて民営化するということで､保護者や児童､さらには町民に不安を与

えないということを考慮しまして､保育体制だとか保育方針などについて一定の実績のある事業者に､指定管

理をお願いしたいということから､このように要件を定めております。

（２）は法人等の役員が、公の施設の管理を行うために必要な契約等を締結する行為能力を有しているこ

と。これは、町長や議員の皆さんなどの兼業の禁止規定に基づくもので、ここにある通りでございます。

（３）以下､指定管理者関係の条例および規則などに基づきまして、資格要件を定めるものであります。

説明は省略させていただきます。

次の２は管理運営の基準を定めるものでありますが、１では児童福祉法、その他保育所関係法令を順守し

ていただくこと。

それから（２）では保育所保育指針というものがありますが、これを準拠すること。

それから（３）では、主な保育内容は、別紙１のとおりとしまして、原則として、町が実施する保育内容

を承継するとともに、安定した質の高い保育サービスが提供できることとしていますが、この別紙１につき

ましては､７ページをお開きいただきたいと思います。

７ページに別紙１として、札内青葉保育所の概要と主な保育内容として示しておりますが、施設名、それ

から定員は90名、それと所在地、電話、敷地面積、延床面積、構造、建築年月日は昭和54年の12月となって

います。

それから施設の概要、それから、受入児童数は生後６ヵ月から修学前まで。それと在籍児童数ですけども、

20年の４月１日現在では70人となっています。定員は90でありますが、現在の４月１日現在では70人となっ

ております。

これは年齢別児童数については４月１日現在の人数であります。

職員の状況につきましては、正職員５名以下、臨時職員等で合計18人ということになります。

以下、閉所時間、休所日、保育目標、年間行事、特別保育、給食等について概要を定めているところであ

ります。中につきましては省略させていただきます。

３ページにお戻りいただきたいと思います。

２の（４）のところになりますが、４では町の保育行政をよく理解し、積極的に協力すること。

５番では施設等の維持管理を適切に行うこと。

６番では指定管理者自らが管理運営を円滑かつ安定して実施することということで、ただし、管理運営業

務の一部の再委託についてでは、あらかじめ町が認めた場合は委託できることとしております。

７番の保護者に対し、児童の保育状況を積極的に提供するとともに、要望、苦情処理については町と連携

のもと、誠意をもって対応することとしています。

次のページ、４ページになりますが、（８）では保育内容及び保育の質に関する保護者アンケート等を含

めた評価を定期的に実施すること。

（９）は先ほどご説明しました保育時間の延長。

（10）同じく病後児保育事業の実施。

11では地域における子育て支援を積極的に行うこと。

それから12番では食育の推進に努めることなど。

13では個人に関する情報については、幕別町個人情報保護条例に順守しまして、適正に取り扱っていただ

くことなどを管理運営の基準とするものであります。

３番の職員の配置等にでありますが、（１）の施設長は、経営及び保育の知識を有する者で、他の施設と



兼務しない常勤の者とすることとしています。

二つ目には、２番目では主任保育士でありますが、保育の実務経験を10年以上有する常勤職員とすること。

（３）の一般保育士では、保育の実務経験を３年以上有する常勤職員を全体の保育士の２分の１以上配置

すること。また、必要に応じて非常勤の保育士も配置すること。

４番では児童福祉施設最低基準以上の保育士数を配置することとしています。

５番では調理員、看護師等につきましては、国の関係通知等に基づき、適正に配置すること。

６番では現在、町立認可保育所に勤務している臨時職員が、指定管理者の正規職員あるいは臨時職員とし

て採用を希望する場合は、積極的にその雇用に努めていただきたいことなどを定めています。

大きな５番、指定管理者の指定についてであります

１番の指定管理者候補者の選定方法でありますが、幕別町指定管理者選定委員会、これは委員10人以内と

いうことで規則で決まっていますが、委員長が副町長としまして、規則で定めている委員のほか、委員長が

必要と認める者として、民間の方から保育・教育に関する識見を有する者等、３人以内とういうことで予定

していますが、この３人以内を含めることとします。

なお、指定管理者選定にあたりましては、ただ今、説明させていただいております、この民営化推進プラ

ンを公表するとともに、指定管理者公募要項を策定しまして､公募することといたしたいと思います。

２番の主な審査項目は、別紙２のとおりとしまして、ヒアリングのほか、法人が運営する施設の状況を確

認の上、指定管理者の候補者を選定していきます。なお、プロポーザル方式を今予定をしておりす。

別紙２につきましては、８ページをご覧いただきたいと思います

８ページに別紙２としまして、候補者選定の主な審査項目ということで、主なものを載せておりますが、

１の運営主体についての審査項目としましては、（１）の経営理念、２番の財政基盤、事業実績、管理運営

体制などについて審査をさせていただきます。

２番の事業計画としましては、（１）の保育方針から施設の利用促進、３番目では特別保育事業の考え方、

４番では児童の健康管理など、以下の14番の施設の維持管理等に関する考え方まで主な審査項目としており

ます。

このことについて審査をいたしたいと思ってます。

また、これらの主な審査項目に基づきまして、指定管理者公募要項を策定して公募をしていくことになり

ます。

４ページにお戻りください。

４ページ最後の行、この選定委員会の会議については、法人等の持つノウハウや財政状況など、具体的な

ものに及ぶおそれがあるために、非公開とさせていただきます。

次に５ページの方になりますが、２の選定結果の公表でありますが、選定の結果につきましては、町の広

報紙及びホームページなどで公表いたします。

３の指定管理者の指定についてでありますが、候補者を選定した後は、地方自治法の規定に基づきまして、

指定管理者の指定についての議案を町議会に提案し、議決された場合において、当該候補者を指定管理者と

して指定します。本年12月の議会に提案を予定しております。

なお、応募のあった法人等が選定基準に満たない場合又は議会の議決を得られなかった場合については、

次の指定管理者が決定するまでの間、現状のとおり町が保育所を運営することといたします。

大きな６番、指定期間でありますが、１の指定期間でありますけども、指定管理者としての指定期間は、

平成22年４月１日から平成29年３月31日までの７年間としております。

幕別町指定管理者制度導入に関する基本方針では、指定期間を３～５年を基準として、個々の施設の特質



に応じて決定することとしておりますが、認可保育所につきましては、その性格上、安定性と継続性が求め

られておりまして、３～５年とすると中長期的な視点での事業計画が持てないことだとか、１点目ですが、

２点目としましては、慣れ親しんだ保育士が一斉に入れ変わることは児童にとって負担となることから引継

保育という期間を１年間設けておりまして、指定期間終了後に旧事業者から新事業者へ引き継ぐ際も同様で

ありますけども、たとえば５年間の指定期間としますと、４年目に新事業者を公募・選定しまして、指定期

間の最終年度、５年目に引継ぎを行うこととなるために、継続雇用の面からも、安定した保育の提供が困難

になることが考えられます

３番目では、次回も指定管理者制度を継続するかということは未定でありますが、指定期間が短くなるこ

とで、その都度引継の経費が必要となりますので、長期間とすることで、この引継経費の節減が図られると

いうことになりまして、このようなことから、指定期間を７年間としているところであります。

次、２の指定管理料でありますが、町は、指定管理者と協定を締結しまして、次の（１）と（２）をプラ

スした経費相当額を、指定管理料として支払ってまいります。

一つ目には、児童福祉法による保育所運営費国庫負担金に基づいて、各年度において国が定める保育単価

相当額を準用して算出した額を支払うことにしております。

これにつきましては、資料の１をつけておりますので、一番後ろのページになりますが、ご覧いただきた

いと思います。

資料の１、国が定める保育単価相当額に基づく運営費ということで示しておりますが、一番上の表につき

ましては、児童一人当たりの保育単価で載せております。

これは定員61名から90名で、施設長を設置した場合の表ということになりますが、保育単価につきまして

は、４月から９月までと、10月から３月までの間、若干の違いがありますが、４月から９月までの方で申し

上げますと、乳児一人一月当たり154,290円、以下、１歳・２歳児が91,240円、３歳児43,930円、４歳児以上

が37,730円ということで、上になるほど少なくなってきているところでございます

それを合計しますと、乳児につきましては１名あたり、一人1,858,260円程度に、運営費ということでなり

ます。

例の１番の表でありますけども、これは20年４月１日現在の、青葉保育所の入所児童に合わせて計算して

おりますけども、入所児童数を70名ということで計算しますと、運営費の合計では47,152,920円ということ

になります。

さらにこれが、例の３になりますと、定員の90名で計算した場合でありますが、合計、運営費計になりま

すが、60,149,520円、これだけの幅があるということになります。

これは、一年間入所児童数が変わらないということで、年度内の変動がないものとして仮定しております

が、実際につきましては、毎月初日の児童数によりまして、運営費を積算することになり、毎月金額は変動

することになっております。

ここに注として書いてありますように、児童福祉法の方で第45条の方で、これは厚生労働大臣が定める最

低基準ということで、定めておりますけども、認可保育所における保育の実施に要する経費、費用なんです

が、このように定められておりまして、１番の保育単価といいますのは、入所児童一人当たりの運営費の月

額の単価でありますが、この（１）の基本分保育単価と２番の加算分保育単価、児童用採暖費加算額以下寒

冷地加算額等、これを全部含めた額が保育単価ということになります。

これは先ほど説明しました、一番上の表の保育単価、この合計額を運営費として支給することになります。

２番目の運営費ですけども、これは先ほど申し上げましたとおり、年齢別の保育単価に月毎の入所児童数

を乗じて出た額に支払うことになります。その運営費に含まれていますのは、（１）の事業費として、一般



生活費、児童用採暖費とか、２番目の人件費、入所児童の保育に必要な長、保育士、調理員等の人件費が含

まれております。

また、管理費として保育所の管理に必要な経費もこの運営費の中に含まれているということであります。

５ページにお戻りいただきたいと思います。

（２）になりますが、保育時間の延長、障害児保育、病後児保育その他特別保育事業に係る経費について

は、国だとか道あるいは町の基準額を基に、別途、算出した額を支給することとしまして、（１）と先ほど

の２をプラスした額が指定管理者に支払うことになります。

３の町と指定管理者のリスク分担でありますが、指定期間における町と指定管理者とのリスク分担区分に

つきましては、別紙３のとおりとしますので、これは９ページをご覧下さい。

９ページの方に、町と指定管理者とのリスク分担表があります。項目としましては、施設の維持管理かか

る項目が指定管理者に支払っていただくと、それと、２番目の欄の施設、設備、備品等の回復又は修繕につ

きましては、指定管理者の管理上の瑕疵によるものは指定管理者、施設・設備の設計又は構造上の原因によ

るものについては町、以下、このような項目に基づきまして指定管理者が分担するもの、町が分担するもの

ということで確認することとしています。

先ずこのことにつきまして、指定管理者と町リスク分担の確認、このことでよいかということも最終確認

をさせていただくことになります。

次に５ページにお戻りいただきたいと思います。

５ページの下から５行目になりますが、４番の指定期間終了後の運営についてであります。

期間終了後も民間事業者による管理運営を推進してまいりたいと思います。この管理運営につきましては、

指定管理者制度のほか、民設民営による管理運営も視野に入れるなど、直近の社会情勢、国等の各種制度を

十分に勘案しながら、より適切な民営化の手法を協議してまいりたいと思います。

６ページになります。

大きな7番、引継保育等についてであります。

これにつきましては、他の導入市町村におきましても､児童や保護者のために重要なことであるといわれて

おりまして､本町においても実施するものでありますが、１番としまして、慣れ親しんだ保育士が入れ替わる

など保育環境に変化が生じることから、児童や保護者の不安解消と保育業務等の円滑な移行のために、指定

管理者の保育士と町の保育士が合同で保育にあたる引継保育を、指定期間前の１年間実施してまいります。

２番目としまして、引継保育にあたる指定管理者の保育士の賃金等につきましては、業務委託契約を締結

し、町が積算する額を委託料として支払うこととさせていただきます。

２つ目の三者協議でありますが、円滑な引継ぎを行うためには、保護者・指定管理者・町の信頼関係が大

切なことから、指定管理者については、指定された後、速やかに保護者に対する保育方針等の説明会を開催

するとともに、保護者・指定管理者・町の三者による協議会を開催していただきます。

なお、この三者協議会につきましては、指定期間中においても必要の都度開催していただくものとします。

大きな８、町の役割でありますが、１つ目の事業運営の検証としまして、町は、指定管理者による管理運

営状況を確認・検証するとともに、必要に応じて管理運営に対する指導あるいは改善を指示することとして

います。

２の指定の取消し等であります。

町は、指定管理者が指示に従わないとき、又は管理運営を継続することが適当でないと認められた場合に

ついては、その指定を取り消すことができることとしています。

このようなことはないとは思いますけど、もし、このような事態になった場合、指定管理者は町に対して



管理運営業務の引継ぎを行っていただくともに、町は責任を持ってその保育を継続してまいります。

３の町の支援でありますが、保育に必要な情報の提供や研修及び人材育成等の保育の質の向上・維持につ

きましては、積極的に支援を行って参りたいと思います。

２つ目としまして、町立認可保育所で行なっている保育所長会議や町の保育士研修会等がありますが、こ

れにつきましては指定管理者の職員が参加する機会を積極的に設けて、町職員との交流及び情報交換を行っ

てまいりたいと思います。

以上が推進プランでありますが､これらのスケジュールについて説明させていただきますが、戻っていただ

きまして､表紙の裏にスケジュールが載っておりますのでご覧いただきたいと思います。

民営化の主なスケジュールとしましては、20年の６月、本議会に町立保育所条例の一部改正の議案の提案

をしております。これをもとに、議決されましたならば、20年７月には民営化推進プランの公表、このプラ

ンの公表、それからこれを保護者説明をしてまいりたいと思います。

それから指定管理者選定委員会も開催してまいりたいと思いますが、この委員会の中でこのプランの中の

このプランを主に内容としました、公募要項を決定してまいりたいと思います。

20年の８月１日に指定管理者の公募を開始して、50日間公募をしたいと考えております。

その間、指定管理者選定委員会の開催、20年の９月に公募期間が終了します。９月の19日で50日間とうい

うことになります。

その後指定管理者選定員会を開催いたしまして、10月には指定管理者選定委員会における候補者の選定を

行い、11月に候補者の選定結果の公表を行いたいと思います。

12月には先ほど申し上げましたけども、指定管理者の指定についての議案を提案をさせていただきたいと

考えています。

これを議決いただきましたら、21年の１月には新年度の入所児童の募集案内、あるいは指定管理者により

ます、保育方針等の保護者説明会だとか保育所の入所申込をしていただきます。

21年の２月には保育所入所決定あるいは、三者協議会、それによりまして、21年４月には引継ぎ保育を開

始したいと考えております。

また、この１年間の間に、大きな業者の負担となっては困りますので、一部大きな改修につきましては保

育所内の改修をこの時期に行いと考えております。

22年の４月に指定管理者による保育所運営の開始ということで、７年間の運営をお願いしたいということ

であります。

29年の３月で指定期間の終了ということになります。

以上で説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議の程、お願い申し上げます。

○委員長（中野敏勝） 説明が終わりましたので、これより議案第50号に対する質疑を行います。

質疑のある方は挙手をお願いいたします。

どなたかありませんか。

増田委員。

○委員（増田武夫） いくつか質問したいと思うのですが、今、いろいろ説明されていろんな民営化のスケ

ジュールも説明されてたんですが、先ずその前に、指定管理者の導入については、小泉内閣その他の官から

民へということで進められてきたわけですけども、官から民へという流れは全ての分野で進められようとし

ているわけですけども、やはり、民間に移していっていいものと、そうでないもの、ふさわしい分野とそう

でない分野が当然あると思うのですよね、いろいろ問題となった例で言えば、例えば建築確認なんかを民間



に丸投げしてしまったから、あのようなものが出てきたんで、あれは命に係るようなことも民間に任せてい

くということが、いかに無謀なことだったかということを示しているんですが、今、町でもいろんな分野を

指定管理者制度で民間に委託していくという手法をとっていこうとするんですけども、しかし、アルコのよ

うな施設を民営化して、指定管理者に移行していくということは、我々も賛成したわけなんですけども、し

かし、こういう、今回問題になっています保育というような分野を、果たして民間委託という形に持ってっ

ていいかどうかという問題が問われているんだというふうに思うのです。児童福祉法では保育に欠ける子供

たちを自治体がきちっと面倒を見て行けということに、保育所に入所させて保育させなければならないと、

自治体にその責を負わせているわけなんですけども、今回の保育園に指定管理者を導入する、これに対する

町としてのメリットといいますか、指定管理者に移行する最大の、いろいろ述べられましたけども、メリッ

トをどこに一番置いているのか再度説明していただきたいのが一つと、それから、指定管理者導入、これ議

会で決まってから保護者何かに説明していくようになってますけども、しかし、これの民営化、指定管理者

制度を導入していくかどうかという問題は、後者である保護者が一番関心のある問題だと思うのですよね、

その点から言っても、保護者に対する説明が事後に行われるというのは、これは非常に問題ではないかと。

それから、現場の職員の現場を預かっている者たちの、その意聴衆だとかそういうものが現実的に行われ

てきたのか、先ずその問題について伺いたいと思うのです。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 一点目の保育所への指定管理者導入のご質問に対してでございますけども、増

田委員仰いますように、国が規制緩和の考えから、平成13年度からＮＰＯ法人や株式会社等の民間委託も公

の指定管理という考え方になってきました。

例えばの例なんですけども、全国規模での認可保育所の数を見ますと、全国に22,000程度の保育所のうち、

その半分が公立、その半分が私立という状態になっております。

私ども町として指定管理者制度を導入するという考え方の大きな考え方につきましては、指定管理者制度

を導入することにより、町と民間業者との係わりがより強く求められているというふうに判断しております。

民間の保育運営に関して、町は常に調査、指示、監督するということが求められておりますので、指定管

理者制度を導入させていただきたいという考え方です。

次のメリットですけども、民間を導入することによるメリットにつきましては、例えば、町営の場合はい

ろんな保育業務は根幹で条例で定めておりますけども、民の場合すぐに対応できる可能性があるのではない

かというふうに考えております。

それから、民の経験というものも、保育サービスの中に活かされていくのではないかなというふうに考え

ております。

次に保護者への説明ですけども、昨年の10月に札内地区で、年４回、保護者説明会を開催させていただい

たところであります。

その中で、保護者の皆さんから意見が出てきた内容につきましては、やはり、民間に移行することへの保

育料が変化するのではないか、それから、保育サービスが低下してしますのではないかというのが主たる質

問、ご心配の内容でありました。

それにつきましては、今、推進プランでご説明した通りの内容のご返答をさせていただいているところで

あります。

その中の意見の一つとしては、逆に民間に期待するという意見も頂いたところであります。

官と民が競い合い、魅力的な幕別町としての保育所になっていただければという意見も頂いたところであ

ります。



それから、現場職員の説明につきましては、昨年の民営化推進計画を策定した時点で、町保育士を集めて

計画の内容について説明をしたところであります。

○委員長（中野敏勝） 増田委員。

○委員（増田武夫） 保護者からも民間に対する期待が寄せられたという話もあったんですが、言ってみれ

ば、ここにも柔軟性やノウハウを活かすんだと、こういうお話ですけれども、長年、町としてやってきた中

に、民間に対する期待という形で、そういうものがでてくることは、裏を返せば、そういう努力を町がして

いなかったという、そういう反映にもなるんですよね。だから、ここでノウハウを活かすというようなこと

が、盛んに言われるんですけども、ノウハウを長い間の保育事業の中で、町として取り入れる努力をしてい

けば、いくらでも民間のノウハウを取り入れていけることができるんで、これが、主の導入のメリットにな

るということは、ちょっとおかしいではないかなというのが一点なんですけども。

もう一つは、今の説明の中で、指定管理料というものが、国の基準のその他で、詳しく決められていると

ころを見ますと、民間委託する場合には、他の施設の委託のように、入札でとるという、そういうことでは

なくて、最初から委託料が決まっていて、それをいかに優秀な業者に委託していくかと、そういう形になる

のかどうか、ちょっと確認したいんですが、そのことが一つと、それから、経営がころころと変わることを

避けるために、僕は５年でないかと思ったんですけども、７年にすると、そのことは主旨はよくわかるし、

当然のことだと思うのですが、しかしながらいかに７年とは言っても、やはり変わっていく可能性というの

は十分にあるんで、その点での継続性だとか、それから、この中でもうたわれてますけども、保護者がそう

いうものに変わっていくことに対する不安だとか、そういうものが当然伴ってくるんだというふうに思うの

ですよね。これ７年にしたその後は、完全民営化ということも言っていますけどもね、果たしてそれがいい

のかどうなのかというのは、また、検討しなければならない点だと思うのですが、そういう継続性の問題、

もう一つは、管理料が一定なっているというんであれば、そういうものが起こってこないかもしれないんで

すが、指定管理者が経営を引き受けた場合に、臨時職だとか、そういう人たちの雇用の問題、雇用がどうな

ってくるのかと、現在も町で直接委託している委託事業なんかでは、僕らの耳にも、そこで雇用される労働

者の人たちが、これじゃ生活できないというような、賃金で働いているという話も頻繁に、今年特に聞くよ

うになりました。そういうことが起こってこないかどうかという、それは先の継続性とも関連もあるんです

けども、保育内容の質の低下に、これはつながっていく問題として、すごく心配するところなんですよね。

そういう問題が起こってくるのではないかという心配には、どう答えるのか、その点について伺います。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 先ず、委託する際の入札になるのかどうかという点につきましては、公募要項

等に決めさせていただくことになっていきますけども、あくまでも見積書を提出していただいて、その金額

が保育運営に関して妥当な数字になっているかという判断になります。

民間から出していただいた見積書の額によって契約をするということにはなりません。

それから、７年間の主旨、ご理解いただきまして、大変うれしく思っています。他の自治体の例では、指

定管理の期間を10年とするところもございました。本町で７年としましたのは、前段、部長が説明した理由

の他にですね、10年という期間にすると、逆に、今、国が保育に対する考え方を少しずつ変えてきている状

況でもあります。それで７年間という期間を設定させていただいたというところであります。

それから、その期間中の保護者の不安という解消問題になるかと思いますけど、プランの中で説明をさせ

ていただきましたように、指定管理者が主体になって、三者協議会、町、保護者、指定管理者が三者協議会

を開催し、保護者との連携を密にしていくということを考えています。

その中で、例えば、保護者から指定管理者の保育に対して、心配いだということが逆に無いように、町は



指定管理者に対して、指示、監督をしていかなければならないというふうに考えているところであります。

それから、臨時職員の雇用についてでありますけども、プランで説明しましたように、指定管理者に対し

ては、町の臨時職員を採用していただくようにお願いしたいというふうに考えております。

公募の要件の中に、今回のプランの中には細かい審査項目等々の提出書類のことをうたっておりませんけ

ども、公募の際には、実際に運営する際の、例えば給与体系、就業規則、それから、福利厚生、研修計画、

そういうものも含めて提出をしていただき、それらの書類を全部精査した上で、より好ましい候補者を選定

していくという作業となろうかと思います。

それから、指定管理者の民を導入することが、柔軟性、ノウハウということが、民導入の一番のポイント

になるんでないかというご質問に対してなんですけども、当然、町立でも保護者に対する要望に対して、こ

れまでも十分にお応えしてきたつもりであります。町内に５つの保育所ありますけども、民を導入すること

による新たな活性化ということも考えられるのではないいかというふうに判断しております。

○委員長（中野敏勝） 増田委員。

○委員（増田武夫） 一番最初の指定管理料の問題なんですが、見積もりは出させるけども、指定管理料は

一定の額で、その中でやりなさいという形でやるというふうに、その見積もりによって、どんどん下がって

いくというようなことはないんだという、そういうふうに理解していいのかどうか、それをもう一回確認し

たいのが一つなんですが、もう一つは、今まで５つなり６つなりの認可保育所があって、そして、その保育

所同士がいろんな連携を持って、町全体の保育を、例えば、先生方の異動なんかもあるでしょうし、そうい

う形で、やってきたんですが、例えば、代替保母さんなんかも置いたりして、それをうまく全体で活用して

やるというようなこともやってきたり、そういう保育行政、町の保育行政として、そういうものがうまく機

能してきたんではないかと、ちょっと内容がどういうふうに機能してきたかわからないんで、当然、そうい

うことはされてたんだと思うんですよね、だけど、今回１ヵ所がそういう形で民営化されることによって、

そういう町内の連携というのがどうなるのかというのも、心配の一つではあるんですよね、その点はどんな

ふうに考えているんでしょうか。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 一点目の見積もりによって管理料が下がるのかという点につきましては、下が

ることがないというふうに考えております。

民生部長がプランの中でお話しましたとおり、あくまでも保育運営に係る運営費というのは、国が定めた

基準というのがございます。それが基本となるということでございます。

それから、認可保育所と民の連携ということなんですけども、これまでも、保育所長会議というのを、年

４回以上開催してきた中で、町立保育所全体の保育の考え方というのを取りまとめてきたところでございま

す。今後、指定管理者が導入された場合につきましては、プランの中に記載してあります通り、町の保育行

政をよく理解し運営することということをうたっておりますので、当然、民の代表者もその保育所長会議の

中に入り、町の今後の保育行政について一緒になって考えていただき、一緒になって運営していただこうと

いうふうに考えております。

○委員長（中野敏勝） 増田委員。

○委員（増田武夫） 町、自治体が今までやってきた保育にずっと責任を持って欲しいとうのは変わらない

わけですが、そうした指定管理者制度に指定管理をする、どういうところに管理を任せていくかというのは

非常に大きな問題になってくるんですが、この中では、十勝管内で保育所を、認可外保育所又は幼稚園を３

年以上運営し、良好な実績を持つ社会福祉法人、学校法人、又はその他の団体となっているんですが、その

他の団体にはどういうところが含まれるのかが一点、それから、そういうものを指定管理者に指定する場合



の幕別町指定管理者選定委員会にて選定するわけですけども、この中には10人以内中に、副町長、総務部長、

民生部長、経済部長、建設部長、忠類総合支所長、教育部長、７人をその庁内の人間で占めているんですよ

ね、それで、委員長が必要と認めるものとして、民間から保育教育に係る識見を要するものなど３人だと。

やはりこれは、この選定委員の中には、保護者の代表であるとか、やっぱりそういうものをもっと重要す

べきだと、比率をもっと高めるべきで、７、８割を庁内の人間だけで選定するという選定方法には問題があ

るんではないかなと、他の町村なんかに聞いてみても、庁内の人間が３割だとか４割ぐらいしか占めていな

いところもあって、やはりそれは、広く町民の代表の意見も取り入れるような形になっているという、そう

いうことも聞いています。そういうことを考えると、これはちょっと庁内の人間が占め過ぎているんでない

かと、それはやはり民間、指定管理者制度を町民と一緒に推進していくには、やはり不都合でないかとそう

思いますがいかがでしょうか。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 一点目のその他の団体には何が含まれるのかというご質問ですけども、社会福

祉法人は認可保育所ということになっております。それから学校法人は幼稚園でございます。

その他の団体というのは、認可外保育所を運営しているというふうに解釈しております。

ＮＰＯ法人、株式会社等も含まれます。

ただし、この応募資格の中では、３年以上の運営実績が必要としているということでございます。

○委員長（中野敏勝） 総務課長。

○総務課長（川瀬俊彦） 私の方からは、選定委員会のことについて述べさせていただきます。

選定委員会につきましては、10人以内で構成するということでありまして、町の職員がそのうち７名を占

めております。

これにつきましては、部長職以上で構成しているわけでありますけども、部長職以上ということで、これ

は行政について幅広くいろいろと職員が経験してきたということで、適切な判断ができるのではないかとと

いうことで、部長職をいれているところであります。

それと、民間の方につきましては、３名ということを想定しているわけでありますけども、この３名につ

きましては、今の時点で考えているのは、児童問題についていろいろと携わっていいる方、例えば、一つの

例でありますが、主任児童委員とか、また、福祉の関係者、それと学識経験をお持ちの方、そのようなこと

を想定しているわけでありますけども、保護者の代表者も入れるべきではというご提言でありますので、そ

れについても今後の選考にあたりましては、検討の一つとして考えさせていただくということになろうかと

思います。

○委員長（中野敏勝） 増田委員。

○委員（増田武夫） メリットといいますか、その効用の一つとして、経費の節減というのも一つ持ってい

るかと思うのですよね、その場合に、例えば国の基準で支払っていいくということになるようですけども、

現在、国の基準だけで、今の青葉保育所が、国の基準の予算内で現在の青葉保育所が運営されているのであ

れば、そっくりそのまま行くんですが、今の青葉保育所、平成20年度と例えば後年、21年度で、21年度以降

ですね、運営費はどう変化するのか、増えるのか減るのかどういうふうに予想しているか教えてください。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 19年度の運営費でおさえた数字でございますけども、青葉保育所に係る人件費

を含めた運営費は、7,700万程度となっています。これを同じ児童数として指定管理料として支払った場合、

6,100万程度という数字に推計しております。

その差は約1,600万ということになろうかと思います。



○委員長（中野敏勝） 増田委員。

○委員（増田武夫） その数字を聞いたらちょっとあれなんですが、1,600万と減るんですけでも、これは、

やはり運営する方は、どこで減らすかというとこれは人件費で減らさざるを得ないではないかと思うのです

よね。諸経費がそんなに減るわけがないんで、減るとはちょっと予想できないんで、さっき聞いていた正職

員は２分の１以上を採用することとか、そういうふうになっているんで、これは今の現在より正職員が高い

んでないかとこう思って、その点は改善されるのかなと思ったんですが、やはり、委託の経費が年間1,600万

も減るということになれば、やはり臨時職員の対応だとかそういうものが、相当、悪化すると言いますか、

低く賃金等が抑えざるをえないようなあれになると思うのですよね。

そのことは、この中では保育内容の充実だとか、向上を目指すんだということが、安定した質の高い保育

サービスが提供できるようにして、こういうことなんですが、これはやっぱり年間、1,600万、これは１億も

２億もする中の1,600万であれば、２億、３億というものすごく大きな額の1,600万でなくて、7,700万のうち

の1,600万を一気に減らすということになると、これは、大変なことだと思うのですが、その辺の心配はされ

ていないんですが。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 先ほどもお話してますとおり、国の保育単価というのがございまして、例えば、

厚労省が示している給料月額、所長、主任保育士という額がある程度設定されております。

それに基づいて単価を、委託料の中に給料月額という概念が含まれていますということと、先ほどもお話

しましたとおり、就業規則等の提出を求めていきますので、指定管理者の職員の給料が極端に少ないという

ことにはならないというふうに考えております。

○委員長（中野敏勝） 他に何か質疑がありませんか。

永井委員。

○委員（永井繁樹） 計画ではですね、25年度から順次進めるということになりますと、最初に青葉保育所

の指定管理が進行中にですね、次の指定管理をむかえる保育所が発生していく、それは順次発生していくわ

けですね。そうしますと、ここにでてくる業者選定の問題について確認をしたいんですが、例えば、保育行

政は一つの一貫性が必要になってきますが、最初に選定された業者がですね、私が素人で考えるに、次の保

育所の指定業者になりうるのが一番、効率的にというか、内容的にいいと考えるんですが、これは他のもの

ざしも含めて、そういった業者選定をどういうふうに方針を持たれているのかそのあたりについて、一つ一

点お伺いをします。

それとですね、これに伴って、指定管理者制度を導入された後の現在の役場職員の、正職員の配置の変更

推移ですね、これについては、25年度以降も含めてですね、全て５ヵ所の指定管理者制度が終える段階で、

どのような推計、計画を持たれているのかということが２点目。

それと、先ほどの説明の、資料の説明の中の３ページの応募資格のところのですね、（２）番のところで、

ちょっと私聞き逃したんですが、兼業禁止規定がこの中に盛り込まれているというのが、条例のところでは

兼業規定禁止に係ることがあるんですが、この２番の中にもしあるんだとすれば、細部にわたる説明をいた

だきたい。

それとですね、指定管理者業者がですね、これに雇用に関わって、いろんな規則等があるのも私も理解し

たところなんですが、特に正職における雇用期間ですか、これ先進地事例をみると１年ごとに見直すといっ

ている民間業者もあるんですね。選定業者の中に。そうすると、こういった場合における行政指導というか

ですね、そういった方向がですね、現段階でどのように考えられているのか。

これらについて伺いいたします。



○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 一点目の24年度にまた次の計画があるということですが、昨年計画しました民

営化計画の中では、25年度において南保育所を民営化するという問題にしております。南保育所につきまし

ては、かなり老朽化が進みまして建て替えの時期もきていますことから、建て替えしなければならないとい

うのが大きな理由になってきますけども、現行、町で建て替える場合に国の補助というのがございません。

民間で建て替えする場合に、次世代振興に基づく交付金の中で一定の補助というのが見込めますことから、

民設民営による建て替えということを計画したところでございます。

その次の昨年の変更と計画の中では、５ヵ所の保育所すべて民営化するという考えはいたっておりません。

先ずは青葉保育所を指定管理を導入し、南保育所については、民設民営による建て替え及び保育の委託で、

もう一つ委託として上げさせていただいておりますのは、中央保育所、本町地区の中央保育所につきまして

は、幼稚園、公立幼稚園とのからみもございますことから、認定こども園についての検証を進めていこうと

いう計画段階になっておりまして、現行計画の中では、町立保育所として、札内北保育所、それから建設さ

れたばかりのさかえ保育所を残していきたいという考え方にいたっております。

それから、兼職規定につきましてですが、この例にもかいておりませけども、兼職規定は（７）番の地方

自治法第92条の２、この項目が兼職規定に該当すると思われます。

それから、他の規定で正職員の雇用期間が１年ごとに見直すという業者があるということですけども、ち

ょっと私どもそこまでは想定しておりませんでした。基本的に、こちらから、町からお願いする大きな職員

の雇用に関する大きな問題としては、職員の待遇ということが安定的な雇用ということが、結果的に児童に

対する安心感を与えるということになると思われますことから、当然、毎年、待遇などひっかかっていくい

うようなことのないように十分、指導、監督してまいりたいいというふうに考えているところであります。

○委員長（中野敏勝） こども課主幹。

○主幹（原田雅則） 正職員の配置でございますけども、まだ、今課長の方から説明しました青葉保育所と

それから南保育所については、ある程度全貌が見えているわけでございますが、それ以外の保育所の民営化

については、まだ、どういうふうにいくかということも、まだ、計画がされていませんので、その以降につ

いての正職員の配置については、まだ想定していないわけでございますが、例えば、青葉保育所でいきます

と、やはり平成22年から指定管理が始まって、その時には、やはり正職員が他の保育所、もしくは支援セン

ター、言葉の教室などにも退職の補充だとかですね、そういったことにまわっていくのかなと思われまして、

例えば、今、青葉保育所でいる正職員５名は、５名分はいろんな異動繰り返す中では平成25年もしくは26年

には、その５名分は退職で調整がされていくと。その後、また、もし、25、６年ぐらいにですね、南保育所

が出てきた場合には、また、その３，４年ぐらいの間にですね、退職者が出てくるものですから、そういっ

た調整を不補充でおこなっていき、さらにはですね、そういった支援センター、言葉の教室の方へも異動等、

現在でもやっておりますので、そういった支援センター、それから言葉の教室等がですね、今後、どのよう

にですね、していくかということにも関わってくるわけでございますが、例えば言葉の教室などは、発達支

援センター的なことも、今後、考えていかなければならないという場合には、さらに人員を増やしたりとか、

そういうことも考えられますので、そういったことに順次職員が配置されていくのではないいかというふう

に考えております。

○委員長（中野敏勝） 永井委員。

○委員（永井繁樹） そうしましたら、青葉保育所と南保育所との関係ですが、これの業者選定に関わって、

ちょっと答弁がなかったのですけどね、青葉の指定管理者として選定された業者、それとその次にむかえる

南の民設民営、これらのときの業者の一つのありかたですね、選定のありかた、それについての方針がちょ



っと示されなかったんでんすが、その後、中央とか北とかさかえもありますけどもね、その一つの、町が目

指す保育行政に関わって、業者選定をどう考えているのか、一度選定された最初の業者がですね、一つの方

針にむかって向かう時に、その途中で、例えば民設民営が発生した時には、当然その業者がですね、やる方

が私はいいと思うのです。理屈から考えて。そうとうな厳選された業者を選ぶわけですから、それについて

の考え方がないんで、どうかんがえているんですか。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） した足らずで失礼しました。南保育所の業者選定につきましては、資格として、

社会福祉法人でなければできません。

これが大きな要因となります。仰るように青葉保育所の指定管理業者が安定期的な保育運営をしていただ

いて、・・・・

（録音装置故障）

・・・・・

○委員長（中野敏勝） 永井委員。

○委員（永井繁樹） そういうものがあってね、保育行政の一定の方針が確保されるのかどうか心配なんで

す。それが行政でやっていったって大変なのに、これ民間がどれくらい、一定の基準は変わらないですけど

も、今の形だとそれはすごく利用者がですね損害を受ける心配もある。それについてもう少し答えられませ

んか。

○委員長（中野敏勝） 民生部長。

○民生部長（新屋敷清志） ただいまの南保育所の件でございますが、先ほど課長からも申し上げた通りで

すね、今度対象となる応募資格の方がかわってまいります。

その際に応募される業者も変わることが想定されます。

また、その際にですね、建て替えするついて、国からの補助金あるいは町からの補助金等がでてくるんで

すけども、その際の持っている資産、あるいはその方々の事業計画等も新たに計画の中で把握していかなけ

ればならないというようなこともありまして、新たに民設民営になる場合にですね、新たな業者の選定でま

た、プランを作りまして、選定、このような同じような民営化推進プランを作りまして、その中でお示しし

てまいりたいと考えております。

○委員長（中野敏勝） 永井委員。

○委員（永井繁樹） そうしますと１番の応募資格のですね、十勝管内の認可保育云々から、三行ほどあり

ますよね、ここでは応募資格の枠が少し広がった状態ですよね、南保育所の民設民営とはもちろん違い、法

律てきに難しいでしょうから、そうなるとここで間口が広がって、福祉法人以外の業者選定と当然考えられ

ますね。そこで南で民設民営のときに、一定の福祉法人でなければだめだとなった時に、この辺の兼ね合い

が心配なんです。それについてはどう考えられてますかね。それで保育行政きちっと将来に向かってやって

いけれるのかどうか、どうですか。

○委員長（中野敏勝） 副町長。

○副町長（高橋平明） 前段申し上げましたとおりですね、青葉保育所は指定管理者として委託をしようと、

南保育所は、民設民営、保育所自体を建てていただいて、そこで運営をしていただこうと、おのずから、運

営方式が異なるわけでありまして、現在の時点で、統一事業所がこれを運営できる保証もありませんし、そ

ういってことは、当然、できないものだと思ってます。

ただ、町の方針としてはですね、先ほどいいましたように、町の保育方針そのものは、もちろん持ってお

りますし、町自体がその時点でも、まだ３つの保育所、あるいは２つの保育所を運営していくわけですから、



そういった方針等については、参加されるその法人の方、参加される、例えば青葉保育所の指定管理者を受

けた法人、それから民設民営で新たに参加されるかどうか分かりませんけども、もし新たに参加されるとこ

ろがいらっしゃればですね、そこと密接な連携を取りながら、町の保育方針に関する取り決めは進めていか

なければならないと考えております。

そのことと併せてですね、保護者にとってある意味選択肢は増えるんだろうという思いもあります。

例えば、町立保育所がいい、民設民営の保育所がいい、指定管理お保育所がいいとか、そのへんのことの

判断の一つの材料としては、選択肢の幅が広がるということもあるのかなという思いも若干しております。

○委員長（中野敏勝） 他に。

杉坂委員。

○委員（杉坂達男） 今、二人の委員からそれぞれチェックといいますか、そういう意見がありましたが、

私もここで申し上げたいのは、以下に今の行政体がやっている部分的なことで、民間に知恵を求める。民間

の協力を求めるということについても、ここではですね、大きな行政の改革といいますか、全体的なことを

ここで考えなおしていくんだとという部分も多いと思います。

これは単に事業管理のお金の問題だけでありません。

我々が考えているのは、やっぱりそこなんですよ。

そこが、いわゆる行政がやるというのは、これまではどうしても規定概念が多かったはずです。今もそう

だと思いますが。

そういうことで、老人福祉にしましても、また、児童福祉にしましても、旧態依然とした形がそれが正し

い、あるいはもっとも住民の皆さんに喜ばれているんだという考え方は払拭すべきであります。

したがって、この形を導入するということについては、民間の方々からどんな協力支援を求められるか、

しかも、この審査項目などを見ますと、実にですね、経営の中身についても大きく部分的にチェックされる

わけですから、この取り組みについての考え方、あるいは経費についてどう考えるか、これらをですね、そ

れぞれ選定委員会でチェックされたらですね、素晴らしい業者が選定されると思います。

そういうものに向けて今二人の委員も心配されているわけですが、さらに心配事もあるかもしれませんが

ですね、私はそういう新たな民間からの新しい考え方についての求め方をですね、この際強力に行政から発

するということについては、非常にですねこの機会、いい機会だと思いますから、厳正なるですね選定の上

で、この事業が推進されることを期待してですね、私はこの進め方に、この推進プランにですね、賛成をし

ていきたいというふうに思っております。

○委員長（中野敏勝） その他、質疑ございませんでしょうか。

牧野委員。

○委員（牧野茂敏） 参考までにお聞きするんですけども、この応募資格、いろいろ書いてありますけども、

これは町内に当てはめると、どれくらいの数の業者が、例えば、参加する参加しないは別としてですよ、ど

れくらいの数のとこが該当するかわかりましたら教えてほしい。それともう一つ、こちらの方で町の役割の

中で指定の取り消しとありますよね、これは条例の中では指定の取り消しは提案されていないんですけども、

こういったことは、条例の中には、例えば不都合が生じて取り消しをしたいという、どっかにはいっていま

すか。一部改正だから他のところはちょっとわからないんですけども、そのへんの説明の２点お願いします。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 町内の事業者ですけども、学校法人１、認可外保育所が２でございます。

次に指定管理者の取り消しにつきましてですが、指定管理者導入チェックに関する条例ですけども、その

中に条項としてはいっております。



○委員長（中野敏勝） 牧野委員。

○委員（牧野茂敏） ３つなんですが、法人とかそういったところはわからないんですか。社会福祉法人、

あるいは学校法人だあるとか。

○委員長（中野敏勝） こども課長。

○こども課長（森 範康） 先ほど３ヵ所と申し上げましたが間違いでございました。失礼しました。３年

以上の実績をもつということで考えましたら、学校法人として１つ、認可外保育所として１つということに

なります。

その他の団体として１つというふうになります。

学校法人としては、札内地区にございます。

○委員長（中野敏勝） 牧野委員。

○委員（牧野茂敏） なぜこういう質問をするかというと、やはり、町が指定管理者としておろすわけです

から、できれば雇用の創出であるとか、そういった面から、それから監督管理、そういった面では、町の業

者が一番おいてくれれば一番いいことなんですけども、そういったことでちょっと参考までに数を教えてい

ただきました。

○委員長（中野敏勝） 他に質疑はありませんでしょうか。

なければ議案第50号に対する質疑は以上で終了いたします。

説明員の方の退席お願いいたします。

ありがとうございました。

この際、11時25分まで休憩をしたいと思います。

（説明員退席）

（11：14 休憩）

（11：25 再開）

○委員長（中野敏勝） 休憩前に引き続き再開いたします。

討論を行います。

先ず反対者の意見はありませんか。

増田委員。

○委員（増田武夫） この条例改正案に反対の討論を行いたいと思います。

保育事業というものは、児童福祉法でも定められておりますように、地方自治体の責務として、責任を負

っていかなければならない分野であります。先ほどの町側の答弁におきましてはメリットの最大のものが人

件費の削減というふうになるわけであります。

20％経費が削減されるわけですけども、それはどうしても人件費の削減に行かざるを得ない、このように

その大半がそういうふうになるわけであります。そういうことになりますと、臨時保母その他のものがしっ

かりと継続的に雇用関係を結んでいかれるのかというような、こういう問題にも波及してまいります。

町の意思としては、質の高い保育サービスということをうたってはいるわけですけども、そのことが保育

内容の質の低下につながっていかざるを得ない、そのように思うわけで、そうした、保育内容の低下ともう

一つは、雇用関係の悪化、労働条件の悪化が今も心配されているんですが、町が直接委託するそのいろんな

事業の中で、非常に低賃金だとうことで、これでは生活できないというような意見が、急に今年になってで

てきました。そういうことに、この分野でもまたそういう問題が起こってくるという、町がワーキングプア

を牽引していくというようなことが、懸念されます。そうしたことが、再大の理由でこの指定管理者制度は

導入しないで保育事業に町が責任を持ってしっかりとあたって欲しいと。いろいろな説明の中で民間の進ん



だところを取り入れていくというようなこともありましたけども、それは日常普段の努力で改善していくべ

きことであって、やはりそれが指定管理者導入の理由にはなりえない。そのように思います。

７年にて契約が切れると、こういうことで、若干のびて、継続性という点では、だいぶ心配いされていた

よりも、好転といいますか、いい面だというふうに思うのですけども、やはり７年後、完全民営化というよ

うなこともいっておりましたけども、そういう保育業務のしっかりとした蓄積した経験によって安心したも

のにしていくためにも、やはり町が責任を持っていってほしいと、そういうことで反対したいと思います。

○委員長（中野敏勝） 次に賛成者の意見はありませんか。

永井委員。

○委員（永井繁樹） 賛成の立場で討論を行いますけども、今、反対討論の中でいろいろありましたが、私

については、この指定管理者制度、平成18年度からの町内導入ですけども、現在２ヵ所、これについては、

もちろん賛成の姿勢をしめしてきました。

今回の保育所の指定管理者制度においてもですね、同様の賛成の立場でございます。

基本的なメリット、デメリットの問題ですが、コストの部分だけ今反対討論の中で申されているようです

が、やはり基本的な考え方の中にはですね、行政の持つ、今までの持つノウハウですね、それと民間が持つ

ノウハウをお互いが相互協力しながらですね、一つの行政スタイルに持っていくというのがある意味では大

きなテーマになっていくと、そこに運営コストですとかですね、そういったものがある程度合理的に図られ

るといのを判断された場合のみ指定管理者制度に移していくということを、行政は最初からうたってますの

で、そのせんから全く外れていないと、今、説明資料の中で先ほどいりいろこの青葉保育所のプランですね、

推進プランについては説明受けまして、例えば業者選定の応募資格ですとか、先ほども増田委員言われたよ

うに、雇用条件については確かにですね、懸念が想定される部分がありますけども、これらについては、こ

れから行政がきちっと考えられるでしょうし、それに対する対応をとっていかれるということは、先ほどの

説明の中で十分私は把握できましたし、理解できましたので、このことについては、今後やはり、この実施

にあたっては保護者などのですね不安を最大限に、住民も含めてですね解消するという努力が前提にありま

すけども、私は積極的にこの考え方に賛成をしていきたいと考えます。

○委員長（中野敏勝） 次に反対者の意見はありませんでしょうか。

（なしの声あり）

○委員長（中野敏勝） 賛成の意見はありませんでしょうか。

（なしの声あり）

○委員長（中野敏勝） なければ討論を終わります。

これより採決をいたします。

議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例は、原案のとおり決することに賛成の方の起立を

求めます。

（起立多数）

○委員長（中野敏勝） 起立多数であります。

したがって議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例は原案のとおり可決いたしました。

これで議案第50号、幕別町立保育所条例の一部を改正する条例の審査を終了いたします。

なお、本件の報告書については、私と副委員長に一任していただきたいと思いますがよろしいでしょうか。

（はいの声あり）

○委員長（中野敏勝） それではそのようにさせていただきます。

次に閉会中の継続調査、所管事務調査の申出について議題といたします。



次の所管事務事務調査の項目は、何がよろしいでしょうか。

別紙にありますけども。

暫時休憩します。

（暫時休憩・閉会中の所管事務調査項目について協議）

○委員長（中野敏勝） 再開します。

それでは、閉会中の事務調査の項目についてはイの社会福祉に関する事項、カの老人福祉に関する事項と

いうことにしたいと思いますがよろしいでしょうか。

（はいの声あり）

○委員長（中野敏勝） 調査時期についても、委員長と副委員長に一任していただきたいと思いますがよろ

しいでしょうか。

（はいの声あり）

○委員長（中野敏勝） ではそのようにさせていただきます。

次にその他の事項でご意見がありましたら。

ありませんででしょうか

（なしの声あり）

○委員長（中野敏勝） それでは、これで本日の案件は終了いたします。

これをもって本日の委員会を閉会いたします。

（11：36 閉会）


